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IT 技術の変遷

クがプロセッサ並みに高速になればコンピュータはネッ

トワークに拡散すると予言し、2006 年の Google CEO

としての発言がクラウドの語源となった。2013 年のパ

ブリッククラウド市場規模は 457 億ドルに達しており、

今後2018年まで年平均成長率23%で成長していくと言

われている [3]。

ただ、一方でアプリケーション開発の現状をみると

あまり変化はしていないのではないだろうか。図 1に

示すように、EA（Enterprise Architecture）というコン

１ はじめに

この 10年間で ICT の変化には目覚ましいものがある。

2007 年に Apple が iPhone を発売後スマートフォンの普

及は急激に広がり 2011 年には PC の出荷台数を超えた

[1]。2006 年に Facebook、Twitter が一般に利用がスター

トし、現時点では 30 歳以下の層ではソーシャルネット

ワークによるコミュニケーションがメールを上回ってい

る [2]。1993 年にエリックシュミット氏が、ネットワー

アプリケーション中心の
アーキテクチャの創出を

この 10 年間 ICT の技術革新には目覚ましいものがあるが、アプリケーションの世界ではあまり大きな変化がない。
ICT 基盤の進歩に追従するための維持コストが増大し、ビジネスに直結するアプリケーションへの投資が抑えられ
ている。現状を打破するには、アプリケーション中心のアーキテクチャと ICT 基盤の構築が必要である。

図１　ICT関連技術とサービスの歴史
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なっている。

このような状況の背景には以下の三つの課題が挙げ

られる。

（１）ボトムアップ思考、個別最適主義

企業組織がボトムアップ型となっている中で、システ

ム構築も個別最適を前提にユーザ部門ごとのサブシステ

ムとして構築してきた。とくにデータベースについての

共有化が遅れ、コード体系すら個別になっている場合も

ある。

（２）労働集約型によるノウハウの非連続性

ソフトウェア工学においては新しい技術、手法が生ま

れてきているにもかかわらず、実際の現場においては従

来型のシステムが長年存在し、これらを維持する中で設

計書とプログラムの乖離が生じ属人的な知識に基づく

開発が続いてきた。

（３）エンドユーザ側における高度な ICT技術者の不足

これまで、システムには ICT の専門知識が必要という

理由で、ベンダ側でブラックボックス化を推進してきた。

一方、ユーザ側では要件を決めた後はベンダ責任という

ことで、ベンダ任せとなっていたことも否めない。米国

の現状をみると国内約300万人のSEの内、約2/3がユー

ザ企業に属しているが、日本の場合は 130 万人の内、ユー

ザ企業に属するのは約 1/5 程度でしかない [6]。このよ

うな状況がユーザ側において ICT を活用したプロセス改

善やビジネス創出への取り組みが遅れている原因の一つ

であると思われる。

３ ICT の進歩と情報社会

過去及び現状については、前章までに述べたが、ここ

で、将来に向けた、トレンドについて簡単にみてみよ

う。NTT データでは毎年１月に “NTT DATA Technology 

Foresight” を発表している。これは、政治、経済、社会、

技術の変化を事実に基づき調査・分析することで 56 の

重要課題と 218 の革新技術を抽出し、これらに基づいて

情報社会のトレンドと ICT 技術のトレンドを導き出した

ものだ。2014 年版では情報社会トレンドとして以下の

四つの方向性を示唆している。

（1）個の影響力拡大が社会の変革を促進する 

セプトが広がり始めたのが 1990 年代、SOA（Service 

Oriented Architecture）という概念が出始めたのが

2000 年代、また SOAを実現するための ESB（Enterprise 

Service Bus）の概念が現れた。しかし、現在でもこの

ようなアーキテクチャを備えた美しいシステムはあまり

存在していないのではないだろうか。企業の中に何百も

のサーバが存在し、これらをクラウド化する提案を各ベ

ンダが競っている現状は、いまだに EA が普及あるいは

実現できていないことの現れではないか。また、様々な

形で情報が展開され、セキュリティに関する大きな問題

がでているのも、セキュリティ対策そのものの課題があ

る一方、企業ベースでのデータ種別の管理が適切にでき

ていないことがコスト増の原因ともなっている。過去に

DOA（Data Oriented Architecture）と呼ばれていたアー

キテクチャの理想形とはかなり距離があるのではないだ

ろうか。このように ICT の要素技術の進歩に対し、これ

らを有効に活用する利用技術、あるいは、アプリケーショ

ンレベルでの実装技術はあまり進歩していない、あるい

は変化できていないのではないかと考える。

２ 日本の IT 投資の課題

一方、日本国内の IT サービス市場の伸びは 2008 年の

リーマンショック以降の投資抑制から抜け出しつつある

が、今後向こう数年間は１％強程度しか伸びないと予測

されている [4]。世界的には４％程度、アメリカ国内で

は 5％程度の伸びが期待されているにもかかわらず、で

ある。これは日本国内では IT 投資がコストになってい

ることが原因の一つであると考えられる。バックオフィ

ス系に投資が集中し、しかも EA といったアーキテク

チャが構築できていない状況では、維持管理コストは増

大するばかりである。2013 年における日本の IT 投資は

72％がアプリケーション（パッケージ／開発）及びイン

フラ（ハードウェア／ OS など）運用・保守に使われ、

アプリケーション及びインフラの新規・追加には 28％

しか投資されていない [5]。更には、これらのレガシー

システムの維持管理を十数年にわたりベンダが請負型で

行ってきたことにより、ユーザ自身が業務を熟知してい

ない状況を生じさせている。このような中、更改時期を

迎え、いかに新システムに移行させるかが大きな課題と
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（2）オープンな共創や連携が加速する

（3）価値の源泉は無形資産の活用へシフトする

（4）持続性の確保と変化への迅速な対応が求められる

また、これらの情報社会トレンドの実現に大きな影響

を与える技術進化の方向性として 10 の技術トレンドを

導き出した。一部を紹介すると、人間の行動や状況に合

わせデジタル機器が自動的に動作する「人間能力の自然

な拡張」、コンピュータが人間の知的活動を一部代行す

る「人工知能による知的処理」などヒューマンインター

フェースの高度化がある。また、ソフトウェアの制御に

より全体最適化を実現する「環境適応型 IT システム」、

クラウド側の処理負荷をクライアント側に移行させる

「次世代Web アーキテクチャ」、高速開発や反復開発に

よって市場の急速な変化に対応する「ラピッドデザイン

技術」といったシステム構築技術の高度化もある。詳細

はNTT データのホームページを見ていただきたい [7]。

４ 課題解決に向けた技術トレンドの活用
と人材育成

前章で述べたように今後の情報社会トレンドのポイン

トの一つとして「オープンな連携」が挙げられる。利用

者やサプライヤが開発段階から参加し、短期間で構築し

たものを市場の中でブラッシュアップしていくことで、

顧客ニーズにマッチした新製品、新サービスを生み出

すことが可能となる。このような「オープンな連携」を

ICT によって実現することこそ、第２章で述べた、日本

の ICT 業界の課題を解決する方向性の一つだと考える。

すなわち、ユーザとベンダがこれまでのような発注者と

受注者という関係を解消し、協同者として開発を行って

いくことにより ICT 投資をコストではなくビジネスに直

接貢献するものとできるのではないだろうか。

このような共創型の開発を促進する技術トレンドとし

て、アプリケーションを主眼に置いた「環境適応型 IT

システム」や製造フェーズを期間短縮し市場の中で試行

や製品評価を可能とする「ラピッドデザイン」といった

技術が有効だ。これらを活用し、図 2のような、サー

ビスレベルでの連携を実現するアプリケーションアーキ

テクチャとこれを支える ICT 基盤構築が急務である。更

に、第２章で述べたように、既に個別最適で作られたレ

ガシーなシステムが多く存在する現状も踏まえると、こ

れらのレガシーなシステムに蓄積されたノウハウを有効

に活用する技術も重要となる。

図２　アプリケーションアーキテクチャと連携基盤
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このような観点から今後に向けては以下のような技術

が重要であると考える。

（１）アプリケーションレベルのオープンアーキテクチャ

個々のアプリケーションを独立性の高いコンポーネン

トとし、その上でコンポーネント間の連携を促進する

オープンなアーキテクチャが必要となる。また、その中

でレガシーシステムを有効活用することも考慮する必要

がある。

（２） アプリケーションに優しい IT 基盤

アプリケーションアーキテクチャはビジネス分野に

よって異なるものとなる。すなわち、金融、流通、製造

などの業界ごと、あるいは更に分割された分野ごとに異

なってくる。これらの異なるアプリケーションアーキテ

クチャを実装するために、アプリケーションに優しい IT

基盤が必要となる。クラウドなど共用型インフラもこれ

までのように単に仮想型共通基盤というだけでなくアプ

リケーションドリブンな形で構築することで更に有効と

なる。

（３）レガシーアプリケーションの見える化技術

レガシーアプリケーションとの連携が可能なアーキテ

クチャと IT 基盤に加え、レガシーアプリケーションの

中に蓄積されているノウハウの見える化、あるいは、こ

れらを継続利用する技術が必要となる。

（４）ユーザとベンダが共創していく開発手法

アジャイルのように仕様決定、設計、製造において、

ユーザも参加してアイディアを創出し、ベンダが実現す

る技術提供を行うといった共創を促進する開発手法が重

要となる。また、ウォータフォール型開発においても設

計段階の作業にユーザとベンダが集中できるよう、設計

言語と自動化技術の更なる高度化も重要である。

上記のようなことを実現していくためには以下の施策

も必要と考える。

（１）日本発のアプリケーションアーキテクチャの創出

前述してきたようにアプリケーションを中心とした

アーキテクチャの創出はパッケージを中心とした ICT 要

素技術主導の中では生まれてこない。日本のようにアプ

リケーションを中心とした文化の中でこそ生まれてくる

ものと思われる。産学官連携して日本発アプリケーショ

ンアーキテクチャの創出に取り組むべきである。

（２）人材育成

産学連携したプロジェクトマネジメント、アプリケー

ションアーキテクトの育成が必要である。また、CIO 育

成のための経営層における ICT 知識や事例を共有化して

いくことも必要である。

（３）要員流動の促進

情報処理従事者の流動性の確保、とくにベンダユー

ザ間での流動を促進する必要がある。その結果として、

ユーザ側における高度な ICT 技術者を増やしていく必要

がある。

（４）契約形態の見直し

従来のような受発注の請負形態から、ユーザとベンダ

が共創できるような役割分担と契約形態への見直しが必

要となる。

５ 終わりに

これまで、欧米主導の ICT 要素技術の進展から、高度

な基盤技術の進展が進められてきた。このため、アプリ

ケーションの世界では ICT 基盤が主導となったパッケー

ジ化やサービス型の流れが主流となっている。一方、こ

れからの情報社会トレンドでは、個の影響が拡大し、一

人ひとりのニーズに合ったサービスが求められてくる。

そのためには、アプリケーションを中心としたアプリ

ケーションドリブンな技術革新を更に推し進めていくこ

とが重要であり、これは日本の固有技術として世界に発

信できるものと確信している。新たなアプリケーション

セントリックな ICT 技術が期待されている。




